
  

第二部    各 論
一   雇用および失業
(一)   人口および就業状態
(1)   人口趨勢と労働力状態

わが国の人口は二四,五年頃から死亡率の低下を上回る出生率の低下によって,逐年,その増加率を鈍化してきた
が,三二年に入っても,人口の増加は一段とにぶっている。これに対し,生産年令人口(一四才以上人口)はその増加
が三一年の場合と同様に,総人口の増加を大巾に上回り,総人口に占める比率を高め,しかも高年令層の割合がふえ
ているので,人口構成はさらに老令化にむかっている。

まず,総人口の動きをみると第四四表のように,三三年一月現在で九,一二六万に達すると推定され,三二年平均で
は,前年に対し八五万の増加であるが,三一年の対前年増加九五万にくらべると約一〇万下回った。

第44表 総人口の推移
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この人口増加の逓減傾向はおもに出生率の大巾な低下にもとづく自然増加率の低下によるものである。出生率
は,戦後,計画産児の普及,死産率の上昇婚姻率の低下などにともなって,第四五表にみられるように年年低下し,二
二年～三〇年を平均すると年一・九ポイントの低下となるが,三二年にも一七・二%(千人率)と前年を一・三ポイ
ント下回った。

第45表 出生率,死亡率,自然増加率
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一方,死亡率をみると,戦後おもに乳児の疾患や結核のような比較的若年令層の疾患などによる死亡が減少するこ
とによって,低下してきたとおもわれるが,二二年～三〇年を平均すると年○・九ポイントの低下となっている。
しかしこの低下傾向は三〇年までで,三一年にはわずかながら反騰し,三二年もひきつづき上昇して八・三%と前
年を○・三ポイント上回った。三二年の上昇は,おもに1)心臓疾患,脳卒中,老衰などの高年令層の死亡が前年にひ
きつづき増加したこと,2)肺炎,インフルエンザ,気管支炎などによる死亡が増加したことによるものである。

(注)なお,わが国の死亡率(粗死亡率)八・三%は国際的に最低に近い水準にあるが,これは,わが国の人口構成の老
令化の程度が先進諸国並には進んでいないので,比較的若年令層の占める割合が大きいからである。そこで昭和
一〇年におけるわが国の年令階級別の人口構成に最近のわが国および諸外国のそれぞれの年令階級別死亡率を
あてはめて算出した率(訂正死亡率)で比べると,第四六表にみられるようにわが国は依然高水準にあるといえよ
う。

第46表 訂正死亡率
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以上のような,出生率の低下,死亡率の上昇によって自然増加率は一段と低下し,三二年は八・九%と前年を一・五
ポイント下回ってひきつづき戦後の最低記録を更新した(第四五表参照)。

右のような総人口の増加の鈍化に対して,生産年令人口は前年より一二八万増加し,総人口の増加八五万を大巾に
上回った。これは三二年に新一四才層の大巾な追加(一九四万)がみられたのに加えて,一四才以上人口の死亡率
が低水準にとどまったためである。

第14図 戦前戦後の年齢別人口構成図
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この生産年令人口の増加は新規労働力供給の最も大きな要因となるものであるけれども,新規に一四才に達した
人口がすべて直ちに労働力の供給となってあらわれるわけではない。新規の追加労働力は生産年令人口の全体
のうちから,第一には新たに生産年令に達した者ではじめて仕事に就こうとする者,第二にはすでに生産年令人口
に達し家事,通学等に従事していた者で仕事に就こうとする者からなっている。

しかし一方死亡や退職などによる労働力の減耗もあるので,三二年における労働力人口の純増加は次のように
なっている。すなわち労働力人口は四,三七一万で三一年より九七万増加し,三一年の対前年増加七五万を上回る
大巾な増加を示した。一方,非労働力人口は,一,九八九万で三一年に比べ三一万の増加となっているが,これはす
べて女子での増加によるものであった。

このような動きを,生産年令人口中に占ぬる労働力人口の比率(労働カチカラ率)でみると,三一年の六八・五%か
ら三二年は六八・六%と若干の上昇をみせた。また,これを男女別にみると,男子では対前年○・四ポイント上昇
したが,女子では前年とかわらなかった(第四七表参照)。

第47表 労働力状態人口
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第二部    各 論
一   雇用および失業
(一)   人口および就業状態
(2)   就業者の動向
(イ)   産業別就業者の動き

右のように三二年の労働力人口は四,三七一万と前年より九七万増加したが,このうち,就業者は四,三一九
万で一〇九万の増加,完全失業者は五三万で一一万の減少であった。この就業者の増加一〇九万を農林,非
農林別にみると,農林業では前年とほぼ同じ程度の四二万の減少であったが,非農林業では,前年を大巾に上
回る一五〇万の増加となった(第四八表参照)。

第48表 産業別就業者の対前年増減数

従来,非農林業就業者は,経済の好況期には増大する傾向がみられるが,三二年の一五〇万の増加は二六年の
一七四万増につぐもの(男子では調査開始の二二年以来最大)であった。

まず,農林業就業者の動きをみると,三二年は,自営業主で三万,家族従業者で四六万とそれぞれ減少してい
る。このような減少は後述する非農林業就業者の大巾な増加とあわせ考えると,つぎのような事情にもと
づく動きと考えられる。

毎年学校卒業その他の事情によって農林業世帯から非農林産業へ就業または転職していくものが大量に
あると考えられるが,三二年も経済活動が高水準にあったため,このような労働力の移動が男子を中心にし
て,前年以上におこなわれたと考えられる。食糧庁の「異動人口調査」によって食糧世帯人口の異動状況
をみると,第四九表の一にみられるように,食糧生産世帯人口は三一年では二二万の減少であったが,三二年
では三一万の減少をみせている。また都道府県間の人口移動を総理府の「住民登録移動人口報告」でみ
ると,農業県では全般的に,流入を差引いた純流出が前年をかなり上回っており,なかには宮城,愛媛,宮崎な
どのように,前年の二倍に近い純流出がみられた県もあらわれた。
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第49表の1 食料世帯人口の推移

一方,四大工業地帯を含む都府県(東京・神奈川・愛知・大阪・兵庫・福岡)では,全体で流出を差引いた純
流入が五三万に達し,前年を約一〇万上回っている。この人口移動には,就業,転職以外に縁事関係や就学な
どによるものも含まれてはいるが,右のような動きからも,三二年には農村出身の労働力が前年以上に都市
を中心とした非農林産業へ進出したものと推定できよう(第四九表の二参照)。

第49表の2 都道府県別流出入人口の差
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つぎに非農林業就業者の動きについてみると,玉一年には対前年一二三万増と大巾な増加を示したが,三二
年にはそれをさらに上回る一五〇万の増加がみられた。この増加を産業別にみると,製造業が四九万で前
年と同じく最高であり,つぎに商業および金融不動産業で五一万,サービス業で二六万とそれぞれ大きな伸
びを示し,三○年,三一年と同様に,これらの産業が増加数において三位までを占めた。また,鉱業でも二九
年以降の減少傾向に反して一三万増加し,さらに建設業においても一七万増加してそれぞれ調査開始以来
最高の増加を示した。

第15図 非農林業就業者の増減
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右のように製造業での増加がひきつづき大きく,鉱業,建設業でも最近にみられない大巾な伸びを示したの
で,第二次産業就業者の増加が絶対数,比率ともに第三次産業就業者の増加を上回るという,従来の動きとは
異つた現象がみられた。このことは三二年の特色として注目すべきことであろう。このような第二次産
業での誤著な増加は,三二年上期までつづいた投資景気によって,生産活動が下期の停滞にもかかわらず全
体としては依然高水準で推移したことによるものといえよう(第五〇表参照)。

第50表 産業別就業者の増減
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第二部    各 論
一   雇用および失業
(一)   人口および就業状態
(2)   就業者の動向
(ロ)   従業上の地位別就業者の動き

(i)   雇用者の動き

つぎに,就業者の動きを従業上の地位別にみると,三二年の就業者の増加一〇九万のうち,自営業主で一二万
増,家族従業者で四一万減に対し,雇用者は一三六万(うち日雇労務者で二一万)増と,三一年にひきつづき雇
用者の伸長が著しい(第五一表参照)。

第51表 農・非農および従業上の地位別就業者の動き

このような雇用者の増加は調査開始以来の最高を記録するもので,このため,雇用者の就業者全体に占める
割合は三一年の四一・四%から三二年は四三・六%へとかなり上昇し,非農林業では六六・四%から六
七・五%へと上昇した。
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雇用者の増加を,農林,非農林別にみると,農林業で七万,非農林業で一二九万とほとんどが,非農林業での増
加であった。そこで非農林業の雇用者の増加を産業別,男女別,就業時間別にみることにする。

まず,産業別にみると,製造業で六〇万,商業および金融不動産秦とサービス業でそれぞれ二〇万増加し,さ
らに建設業で一四万,鉱業で一三万の増加がみられたが,三一年と異る点は,建設業と鉱業とがかなりの増加
を示した点であろう。また,これを男女別にみると,非農林業雇用者全体で二九年,三○年では,女子の増加
が著しかった反面,男子の増加がにぶったので,男子と女子とほぼ同じ程度の増加数であったが,三一年,三
二年には女子がひきつづき増加した一方,男子でも著しい増加がみられたため,男子の増加数が女子の増加
数の約二倍となった。なお,このような男子雇用者の三一年,三二年における著しい増加はおもに製造業で
男子雇用者の増加が大巾であったことによるものである。

つぎに,雇用者の増加を就業時間別にみると,週三五時間未満で一三万,三五～四八時間で五三万,四九時間
以上で七四万と三一年と同様に四九時間以上の比較的長時間での増加が最も大きかった。しかし,これら
を三一年の対前年増加数に比べると四九時間以上では,三八万(男子で二四万)下回っているのに対し三五
～四八時間の比較的正常とおもわれる就業時間では逆に二五万(男子で二二万)上回っている(第五二表参
照)。

第52表 就業時間別非農林業雇用者の動き

このように比較的正常とおもわれる就業時間で,しかも男子を中心に雇用者が顕著な増加をみせたことは,
特筆すべきことである。しかし一方短時間の雇用者も前年の減少(八万)と反対に一三万増加しており,ま
た日雇労務者の増加も目立っていることなどから,依然問題を含む面もあったといえよう。 

(ii)   自営業主および家族従業者の動き

つぎに,自営業主,家族従業者の動きについてみると,まず,農林業では第五一表にみられるように三一年に
対して自営業主で三万,家族従業者で四六万とそれぞれ減少した。これをさらに男女別にみると,自営業主
が男子で一八万減,女子で一五万増と対照的な動きを示し,一方,家族従業者が男子で二〇万,女子で二六万
とそれぞれ減少した。自営業主で,男子の減少と女子の増加がみられたのは,男子の非農林業への進出と女
子によるその地位の交替が行われたことによるものとおもわれる。
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また家族従業者の減少をみると,三五時間未満の短時間就業者での減少が男子では一四万で,男子家族従業
者の減少の三分の二を占め,女子では二六万で,女子家族従業者の減少のすべてを占めている。このような
動きは,一千年に家族従業者の減少が比較的正常な就業時間および比較的長時間の就業時間で著しかった
のに比べかなり異なるものといえよう。

一方,非農林業での自営業主,家族従業者の動きをみると,自営業主が一七万(男子で一三万)増加し,家族従業
者が五万(男子で二万)増加している。しかも,就業時間の上では,自営業主,家族従業者ともに四九時間以上
の比較的長時間での増加が目立っている。

しかし,自営業主,家族従業者の増加を産業別にみると,漁業および水産養殖業,商業および金融不動産業,
サービス業などでの増加がその大半を占めており,製造業では逆に自営業主で三万,家族従業者で七万とそ
れぞれ減少している。
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第二部    各 論
一   雇用および失業
(一)   人口および就業状態
(2)   就業者の動向
(ハ)   年令階級別就業者の動き

右にみられたように,就業者の動向を産業別,従業上の地位別,就業時間別などの面から検討してきたわけで
あるが,最後に就業者の動きを年令階級別にみると,三二年は前年と同様に,一四～一九才の占める割合が低
下し,逆に二〇～三九才および四〇才以上の占める割合は高まっている。これは,人口が老令化にむかって
いること,さらに二〇才未満の労働力率が低下傾向にあることなどによって,就業者の年令構成も高度化に
むかっていることを意味しよう。なお,一四～一九才の就業者(いわゆる年少就業者)は,実数の動きでみて
もここ四,五年来停滞ないし横ばい傾向で,その内容をみると非農林業では増加し,逆に農林業ではそれに見
合う減少が示されている(第五三表,第五四表参照)。

第53表 年齢階級別就業者の動向

第54表 14～19才および14才以上人口の労働力率
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第二部    各 論
一   雇用および失業
(一)   人口および就業状態
(2)   就業者の動向
(ニ)   要 約

以上,就業者の動向を要約すれば,三二年は農林業就業者(とくに短時間就業者)が減少した反面,非農林業で
は第二次産業就業者が大巾に増加し,また第三次産業就業者も前年並の増加をみせた。さらに就業者全体
の増加のうち,雇用者の増加が著しく,しかも前年の動きに比べて比較的正常な就業時間(三五～四八時間)
の雇用者がかなり伸びている。以上にみられるかぎりでは,三二年は就業構造の近代化に向って一歩前進
した年といえよう。しかしながら,雇用者の就業者全体に占める割合は先進諸国よりはまだはるかに低く,
しかも依然として比較的長時間就業(四九時間以上)の雇用者がかなりの割合を占めているなど,なお問題
は今後に残されているといえよう。
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第二部    各 論
一   雇用および失業
(二)   雇用労働力の動向

雇用労働力が,三一年以降の増勢をつづけたことはさきにふれたが,ここではそのうち規模三〇人以上事業
所における雇用の動きを,毎月勤労統計甲調査(以下「毎勤」と略称)(注)を中心としてややくわしくみるこ
とにしよう。「毎勤」による常用雇用指教は,三二年年間平均では,三一年にたいし,調査産業総数で九・
四%増と三一年(六・九%増)を上回る上昇率を記録した。しかし年内の推移をみると,上半期には,三一年
以来の設備投資の活況を背景として逐月増加をつづけたが,年央における経済基調の転換とそれ以降の景
気後退にともなって,六～七月から停滞傾向をたどり,一二月には,ピーク時の六月にたいして,一・三%の
減少(三一年同期では三・六%増)を示した。

おなじ統計による「臨時および日雇労働者」延人員指数の三二年平均の増加率は,調査産業総数で五・
二%であったが,二八年につぐ大巾な増加率を示した三一年(一三・三%増)に比べると,増勢の鈍化傾向が
いちじるしかった。これを上半期と下半期にわけると上半期の一一・三%増にたいし,下半期には○・
二%の減少を示している。

(注)(1)毎月勤労統計甲調査は,1)まず規模の制限として,「常用労働者」三〇人以上を雇用する事業所のみについての調査であるこ
と,2)また産業の範囲として,鉱業,製造業,卸売および小売業,金融および保険業,不動産業,運輸通信およびその他の公益事業,建設業
ならびにサービス業の一部が調査されていること(ただし「調査産業総数」の数字には,サービス業がふくまれていない)に留意す
る必要がある。なお,この統計に社,「甲調査」のほか,規模五～二九人を対象とする「乙調査」(一二二年七月以降毎月)と,規模一
～四人を対象とする「特別調査」(三二年七月実施)がある。

(2)「毎勤」における「常用労働者」とは,「生産労働者」と「管理,事務および技術労働者」の双方をふくめた常用の雇用労働者
をいう。つまり雇用労働者のうち「臨時および日雇労働者」(一ヵ月において三〇日以内の期間を定めて雇用されるものならびに
月日雇い入れられるもの)をのぞくすべてのものである。したがって,雇用契約期間に制限なく雇用される労働者(「本採用」「本
雇」「木工」「常用工」などとよばれる社員,正規従業員)だけではなく,雇用契約期間に制限のある労働者のうち「臨時および日
雇労働者」をのぞいたもの(「臨時工」「臨時雇」「臨時従業員」などとよばれる,一二〇日を超える期間を定めて雇用される臨時
の労働者)をふくんでいることに注意しなければならない。また,「臨時および日雇労働者」あっても,その雇用契約が何度も更新
され,前二ヵ月の各月において一八日以上,または前六ヵ月において通算して六〇日以上,同一事業主にひきつづき雇用された者は
「常用労働者」にふくめられることとなっている。

(3)「毎勤」による労働者数の推計は,抽出された特定の塀本事業所における月月の雇用の変動を基礎としているため,その間に事
業所が新設あるいは廃止され,また三〇人未満の規模から三〇人以上の規模へ上昇しあるいは三〇人以上から三〇人未満へ下降し
た事業所が生じたことにともなう雇用者数の増減が,十分反映されないという性格をもっている。したがって,この統計の推計労働
者数から算定される常用雇用指数は,三年毎に「事業所統計調査」を,ベンーチマーク(基準指標)資料として繍正されることになっ
ており,三〇年五月z三二年六月までの指数は,三二年七月の事業所統計調査によって今回さかのぼって改訂された。なお,同年七月
以降の各月については,まだ補正がおこなわれていない暫定指数である。

なお,三二年における雇用労働力のこのようなすう勢は,「毎勤」による常用労働者の入職率,離職率の動き
にもあらわれている(注)。年間の入職率を,調査産業総数についてみると,三〇年から三一年にかけては,か
なり大巾な上昇をみせたが,三二年は微増にとどまった。しかし四月における入職率は,前年同月のそれを
さらに上回っていて,新規学校卒業者の採用が好調であったことを物語っている。産業別にみて,入職率が
もっともたかかったのは,三一年では製造業であったが,王二年には鉱業かこれに代った。製造業の入職率
は四月には他の大分類産業をひきはなして際立った上昇を示したが,六月以降の各月では,前年同月を下回
り,年平均としても三一年より低下した(第一六図参照)。一方,年間の離職率は,金融および保険業をのぞく
いずれの産業においても,三一年にくらべて上昇した。これは,上半期については,好況下における活発な労
働異動の反映であり,下半期については,景気後退下に一般化した臨時工の雇用契約更新手控え傾向の影響
などによるものと思われる。
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第16図 常用労働者の入職率の推移

(注)この入職率,離職率は,事業所の新設や休廃止をのぞいた存続事業所におけるものであり,企業内の転勤および給与の復活・停止
による増減をふくんでいる。

以上のように,三二年における「毎勤」からうかがわれる雇用労働力の一般的状況は,三一年にひきつづく増勢が,年央における景
気動向の変化を境にして,下半期には鈍化ないし停滞傾向に転じたことを示している。しかもその停滞ないし減少は,のちにみるよ
うに,臨時労働者,日雇労働者の採用あるいは雇用契約更新の手控えによるところが大きかったものとおもわれる。
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第二部    各 論
一   雇用および失業
(二)   雇用労働力の動向
(1)   産業大分類別にみた常用雇用の動き

「毎勤」による常用雇用指数の動きをみると,三二年における調査産業総数の前年同期にたいする増加率
は,上半期の一〇・五%増から,下半期には八・三%増と鈍化した。対前年末比較でみても,三一年末の九・
一%増にたいして,三二年末は五・九%増と低下し,年内の六月と一二月の比較では,三一年の三・六%増に
たいして三二年は一・三%減となった。これを産業別にみても,建設業と金融および保険業をのぞくすべ
ての大分類産業について,下半期の増加率は上半期のそれにおよばず,三二年下半期には,全体として雇用の
増勢が弱まってことが明らかである(第一七図参照)。

第17図 産業大分類別常用雇用指数の推移

三二年における常用雇用の動きを,産業大分類別にみると,次表のように,年平均として雇用の増加率がもっ
とも高い産業は,卸売および小売業(一四・一%増)と製造業(一一・七%増)であり,ついで建設業(九人%増),
鉱業(五・三%増),運輸通信およびその他の公益事業(四・六%増),金融および保険業(三・二%増)の順と
なっている。

しかし,これを上半期と下半期に分けてみると,下半期には概して雇用増勢の鈍化が目立ち,なかでも,製造
業では,上半期に前年同期にくらべ一三・六%増と,卸売および小売業(一五・四%増)につぐ高い増加率を
示したものが・下半期には九・九%増に低下している。そのピーク時の三二年六月にたいする同年一二
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月の変動率をみると,二・六%減となり,三一年の同期間における四・二%増とは対照的である。また,対前
年末比較でも,三一年末の一二・〇%増にたいし三二年は六・八%増にとどまった。製造業におけるこの
ような下半期の雇用の停滞は,年央以降の景気後退に直面し,各産業で常用労働者の新規採用や臨時工の雇
用契約更新を手控える傾向が一般化した結果であったと考えられる。

図表

しかし,製造業以外の産業では,建設需要がなお高水準を維持し常用雇用の増勢が年末になってもおとろえ
なかった建設業をはじめ,卸売および小売業と運輸通信およびその他の公益事業においても,鉱工業生産の
三一年にひきつづく増大にともなう販売部門ならびに運輸関係部門の拡大充実の要請によって,年央以降
の景気後退下にもさほどの停滞を示さなかった。ただ,金融および保険業では,二八年末から二九年にかけ
ての金融引締の時期を境として,それ以降一雇用は次第に伸び悩みを示してきており,三二年も年平均で
三・二%増と,各産業のなかで最低の上昇率にとどまり,下半期に入ってからも製造業につぐ減少率を示し
た。
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なお,三一年にはすでに二八年以来の減少基調から脱していた鉱業の常用雇用が,三二年にも前年を上回る
増加率(五・三%増)を示したことは注目されよう。しかし年央以降やや増勢がにぶり,年末比較では,三一
年にたいして三・七%増にとどまっている。
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第二部    各 論
一   雇用および失業
(二)   雇用労働力の動向
(2)   製造業中分類別にみた常用雇用の動き

つぎに,製造業常用雇用の動向を産業中分類別にみると,年平均としては,煙草製造業(二・二%減)をのぞく,
いずれの産業もかなりの増加を示した。年平均の雇用の増加率を三一年にくらべると,衣服および身廻品,
家具および装備品,石油および石炭製品,印刷出版,化学および紡織業の六産業以外は各産業とも増加率が三
一年のそれを上回り,とくに機械関係諸産業の増加率は大きかつた。しかし上半期,下半期別にみると,三一
年には,衣服身廻品,木材および木製品,化学,石油石炭製品,皮革および皮革製品をのぞく各産業で,下半期の
増加率が上半期のそれを上回ったのにたいし,三二年には,ほとんどすべての産業において,下半期以降雇用
の停滞ないし減少の傾向があらわれている(年内の六月と一二月とを対比すると,三一年には,各産業とも例
外なく増加を示したのに反して,三二年では,食料品をのぞくいずれの産業も減少している)。

以下これらを,年平均の数字から,(a)増加率が製造業平均(一一・二%増)を上回ったもの,(b)増加率がほぼ
平均にひとしかったもの,(c)増加率が平均におよばなかったもの,および,(d)前年より減少したもの,の四つ
のグループに分けて,それぞれの動きを検討しよう。

(a)増加率が平均を上回った産業

図表
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製造業各産業のうち,年平均の雇用増加率が,製造業年平均のそれを上回ったのは,右の諸産業である。とく
に電気機器,精密機器,金属製品,機械,輸送用機器,第一次金属などは,三一年以降の設備投資の盛行による生
産財需要の拡大や,ひきつづく耐久消費財需要の堅調などによって,三二年にも前年の雇用増を上回る増加
をみせた。しかし右の諸産業の雇用は,三二年下半期以降増勢が鈍化し,衣服,機械,第一次金属,皮革などで
は,つぎにみる化学,紡織,ゴムなどの諸産業とともに,年内の六月と一二月の対比で,減少率がもっともたか
いグループにそくしている。なお,右の諸産業のなかで,家具,衣服の消費財関連産業では,雇用の増加率が,
三一年におよばなかった。

(b)増加率がほぼ平均にひとしかった産業

図表
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製造業各産業のうち,年平均の雇用増加率がほぼ製造業平均にひとしかったのは,右の三産業である。これ
らは,いずれも三一年を上回る増加率を示した。なかでも食料品は,下半期にも鈍化がみられず,中分類各産
業のうち,年内の六月と一二月の対比で減少をみせなかった唯一の産業となっている。これに反して,ゴム
製品,木材木製品の両産業は,年平均として三一年をかなり上回ったが,年末には停滞をみせた。

(c)増加率が平均におよばなかった産業

図表
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製造業各産業のなかで,年平均の雇用増加率が製造業平均におよばなかったのは,右の諸産業である。これ
ら国産業における雇用の増加率は,いずれも三一年のそれを上回るにいたらなかった。うち紡織業,化学工
業においては,労働節約的な合理化投資がかなりおこなわれている一方,すでに三一年末から過剰生産傾向
にはいっていたので,三二年下半期における雇用吸収力はとくににぶっている。しかし石油石炭製品,印刷
出版では,年末においてもさぎの両産業ほどの停滞を示していない。とくに前者については,設備の近代化
などによる生産性の向上がすすんでいるが,生産も顕著に増大しており,このため雇用の増勢にも,さほどお
とろえがみられなかったものと思われる。

(d)減少した産業

図表
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製造業各産業のうち,雇用が前年にくらべて減少したのは煙草製造業である。この産業の生産を三一年と
対比すると,ひきつづき停滞を示しており,この部門では,合理化や需要の伸びなやみによって,雇用拡大の
余地が期待できなくなっているものと考えられる。
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第二部    各 論
一   雇用および失業
(二)   雇用労働力の動向
(3)   製造業規模別にみた常用雇用の動き

つぎに,三二年における製造業常用雇用の動きを規模別に検討し,大規模事業所と中小規模事業所とで,どの
ような差異があったかをみよう。

「労働異動調査」(注)の調査対象となった製造業の事業所(約二,四〇〇事業所)について,三一年一二月お
よび三二年一二月の労働者数を,各事業所の年間平均労働者数にもとすく規模区分によって集計した結果
からみると,この満一ヵ年間における規模別の常用雇用の動きには,概して,前年(三〇年一二月～三一年一
二月)にみられた傾向が,より鈍化された形であらわれている。

(注)製造業については,一二二年一二月現在における「毎勤」の対象事業所の約二分の一を抽出調査した結果にもとづくもので,か
ならずしも全体の動きを反映してはいない。

すなわち,規模別にみた常用雇用の増加率は,全体として,中規模(一〇〇～四九九人)がもっともだかく,大規
模(五〇〇人以上)がこれにつぎ,小規模(三〇～九九人)ではもっともひくかった。しかし三二年には,三一
年にくらべて各規模とも増加率はにぶっており,中規模における三一年の六・八%増が,三二年には六・
一%増へ,大規模の五・八%増が五・○%増へ,小規模でぱ五・七%増が三・七%増へと低下した。

これを産業中分類別にみると,衣服,木材,紙,化学の西産業では,三〇年末～三一年末,三一年末～三二年末と
も,中規模の増加率が最高であったが,三〇年末～三一年末に他の規模にくらべて相対的に大規模の増加率
がひくかった食料品,機械,電気機器,輸送用機器の四産業は,三一年末～三二年末には,大規模で最高の増加
率を示した(第五五表参照)。

第55表 製造業事業所規模別常用雇用の対前年同期増減率
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このように,三二年上半期までの投資財部門を中心とした生産の活況を反映して,比較的規模の大ぎい事業
所でかなり雇用が増加したことは,三一年以来の雇用増加の特色を示すものとして注目されよう。

しかし,規模別にみた右のような特色は,景気が下降段階にはいった下半期になるとかなり変ってきてい
る。「労働異動調査」は半期別に利用できないため,失業保険業務統計によって,製造業における失業保険
被保険者数の動きからこれをみると,三二年一月～七月には,大規模が最高の増加率を示し,以下中規模,小
規模の順となっていた。ところが,三二年七月～三三年一月になると,この傾向が逆転しており,とくに,五
〇〇人以上の大規模事業所で,雇用吸収力の減退傾向がみられる(第五六表参照)。

第56表 製造業規模別失業保険被保険者数増減率
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第二部    各 論
一   雇用および失業
(二)   雇用労働力の動向
(4)   臨時工その他の動き

ここで,以上のような雇用の変動を,雇用形態別,あるいは製造業の労職別,性別などにみてみよう。総じて,
臨時労働者,日雇労働者の雇用は,産業活動の繁閑に対応して景気調節弁的な役割をはだすものとされてお
り,常用工の雇用にくらべて,いちじるしい変動を示すことが多い。まず,いわゆる臨時工の動きをみるため
に,三一年末から三二年末にいたる「毎勤」定義の「常用労働者」数の増減率を,まえにのべた「労働異動
調査」(注)によって,「常用名義の常用労働者」(以下「木工」と略称),「臨時・日雇名義の常用労働者」
(以下「臨時工」と略称)別にみると次表のようになる。

(注)労働異動調査においては,さきにのべた「毎勤」定義の「常用労働者」が,雇用契約期間の有無によって,さらに「常用名義の常
用労働者」と「臨時・日雇名義の常用労働者」との二種類に分けられている。前者は,雇用契約期間の制限なしに雇用されるもの
のことで,いわゆる「本採用」「本雇」「木工」ないし「常用工」(一般に社員や正規従業員)などがこれであり,事業所の就業規則
(または賃金規程)が,常用労働者用の就業規則と臨時労働者用のそれとに分れている場合は,前の就業規則の適用をうけるものに相
当する。試用・見習期間中のものでも,その期間終了後,前の就業規則の適用をうける予定のものは,これにふくめられる。「臨
時・日雇名義の労用労働者」とは,「毎勤」定義の「常用労働者」のうち,さきの「常用名義の常用労働者」をのぞいたもののこと
で,三〇日を超える期間を定めて雇用される臨時の労働者,いわゆる「臨時工」「臨時雇」がこれに相当する。また「毎勤」定義の
「臨時および日雇労働者」(三〇日以内の期間を定めて雇用されるものおよび日日雇い入れられる者)のうち,その雇用契約が何度
も更新され,前二ヵ月の各月において一八日以上,または前六カ月を通算して六〇日以上,同一事業主に雇用されたものも,おなじく
「臨時・日雇名義の常用労働者」にふくめられる。

図表
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すなわち,調査産業総数では,三一年末～三二年末の一年間に,「木工」三・三%増,「臨時工」一〇・〇修%
と,後者の増加率がより高い。しかし,三〇年末～三一年末には,これが「木工」の三・二%にたいして「臨
時工」の四三・〇%増であったのにくらべると,三二年における「臨時工」増勢の鈍化が明らかである。
この傾向は,製造業について一層いちじるしく,三〇年末～三一年末の「木工」三・七%増,「臨時工」五了
五%増が,三一年末～三二年末には,「木工」が四・四%増と上昇し,「臨時工」は一四・七%増と低下し
た。

このような「臨時工」増勢の鈍化は,次表のように,製造業の中分類各産業についても明らかである。

とくに,皮革,ゴム製品,電気機器,精密機器,機械の諸産業における「臨時工」の増加率は,三〇年末～三一年
末には,いずれも一〇〇%を超えたが,三一年末～三二年末には,最高五七%増,最低○・六%減,といちじる
しい低下を示した。また三〇年末～三一年末には,「臨時工」がかなりの増加をみせた家具装備品,衣服身
廻品,木材木製品,金属製品,紙および類似品においては,三一年末～三二年末に,最高四割強から最低六%強
にわたる減少に転じている。

図表
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おなじ調査によって,これを製造業の規模別にみても,「臨時工」増加の停滞傾向は「本工」のそれよりも
いちじるしく,大規模(五〇〇人以上)は,三一年末の五二・四%増が三二年末には二〇・九%増へ,中規模(一
〇〇～四九九人)では四五・七%増が六・五%増へ,小規模(三〇～九九人)でも六三・〇%増が一二・六%
増へと,それぞれ低下している。以上にみた,三二年における「臨時工」増勢の鈍化ないし停滞は,年央以降
の景気後退を反映して,臨時工の採用手控えが下半期を中心に一般化し,その雇用契約更新も次第におこな
われなくなってきている事情を物語るものといえよう(注)。

(注)第一八図(イ)-(ヘ)は,労働省労働統計調査部「臨時工に関する実地調査」(三三年二月)によって,三一年末から三二年末にかけ
ての「本工」(労働異動調査の「常用名義の常用労働者」)および「臨時工」(同「臨時・日雇名義の常用労働者」)の動きを,規模
五〇〇人以上の特定事業所(比較的多数の臨時工を使用しているもの)について示したもので,製造業六産業のうち五産業が,三二年
下半期における「臨時工」数の停滞ないし減少をみせている。

第18図 本工・臨時工の動き
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このように,三二年には,三一年とちがって「臨時工」の増勢は鈍化したが,「常用労働者」全体に占めるそ
の比重は低下するにいたらず,各規模ともほぼ保合ないし若干の上昇を示した(第五七表参照)。これら不
安定な労働者層の比重は,三一年にひきつづき,とくに大企業において一段と高まった。

第57表 製造業事業所規模別常用雇用の臨時・日雇名義の者が占める割合
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つづいて,三二年におけるは雇労働者の雇用動向の一指標として,「毎勤」による「臨時および日雇労働
者」(九七頁(注)の(2)参照)の動きをみよう。

「毎勤」定義の「臨時および日雇労働者」延人員指数は,調査産業総数において,三〇年には前年にくらべ
て一・六%減を示したが,三一年には一三・三%増と,かなりの増勢をみせ,三一年とおなじく好況下にあっ
た二八年(二三・五%増)につぐ増加率を示した。ところが三二年には,これが五・二%増と伸びが鈍化し
た。しかも,上半期には一一・四%増と,前年同期(七・二%増)を上回る増加率をみせたのが,下半期には
○・三%の減少となり,前年下半期における大巾な増加(一九・三%増)と,逆の動きを示している。

景気下降にともなうこのような増勢から減少傾向への転換が,もっとも明らかにみられたのは製造業で,三
二年上半期における二〇・九%の増加が,下半期には一一・九%の減少に転じた。

上半期に前年同期を上回った運輸通信およびその他の公益事業,鉱業においても,下半期には,前者では増加
率がにぶり,後者は若干ながら減少に転じた。しかし卸売および小売業では,上・下両半期とも対前年同期
増加率が前年を下回り,また金融および保険業,建設業では両期とも減少を示している。

おわりに,製造業における三二年の「常用労働者」の動きを,おなじく「毎勤」によって,労務者(「生産労
働者」)と職員(「管理,事務および技術労働者」)とに分けてみると,三二年末は三一年末にたいし,両者とも
増加したが,前者の増加率がややひくい。このように労務者の伸びが相対的に少なかった点は大部分の中
分類各産業についてそれぞれみられるところで,これは,三〇年末～三一年末にほとんどの産業において,労
務者の増加率が職員のそれを上回ったのと対照的である。

なお,製造業「常用労働者」の動きを,性別にみると,三一年末～三二年末では,男子,女子ともに,ほぼおなし
増加率をみせており,女子の増加が男子のそれよりもいちじるしかつた三〇年末～三一年末の状況とは,若
干ことなった様相を示している。これは,三二年に紡織業など女子の多い産業の雇用停滞がいちじるし
かったためである。
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第二部    各 論
一   雇用および失業
(三)   労働市場の状況

まず,雇用労働力の入職経路からみたわが国労働市場の組織および雇用労働力の給源を明らかにしよう。
「労働異動調査」(非農林主要産業の三〇人以上の規模を調査対象とする)によって三二年中に入職したも
のの入職経路をみると,「公共職業安定所」経由のものが三二%,「学校」経由のものが一六%,「縁故」に
よるものが三五%,残りの一七%は「新聞広告その他」によるものとなっている。これを前年と対比する
と,「学校」経由のもの(三ポイント増)および「公共職業安定所」経由のもの(一ポイント増)が増加し,
「縁故」によるもの(三ポイント減)と「新聞広告その他」によるもの(一ポイント減)では減少している。
しかし縁故の占める比重が依然として高いことは注目される(注)。

(注)「就業構造基本調査」(三〇年七月～三一年六月)によって入職経路をみると,「縁故」によるものは転職者の五〇%,新規就業
者の四〇%,「公共職業安定所」経由のものは各一一%,「学校」経由のものは新規就業者の一九%,転職者の一%,残余は「広告その
他」によるものとなっている。したがって三〇人未満の規模をふくむ事業所の場合,公共職業安定所の利用率はさらに低いとみら
れる。

つぎに入職者の前職経歴を,同じ調査によってみると,新規学卒者は全体の三六%,新規学卒者以外の未就業
者一一%,第一次産業からきたもの八%,残りの四五%が第二次および第三次産業からの転職者となってい
る。

以上述べたごとく,わが国では労働力の需給のむすびつきにおいて縁故の占める比重が大きいが,これに関
する資料が乏しいので,以下,比較的統計資料の整備されている職安労働市場および新規学卒者の就職状況
を中心として労働市場の分析を進めることとする。 
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第二部    各 論
一   雇用および失業
(三)   労働市場の状況
(1)   職安労働市場の状況
(イ)   一般労働者の需給状況

公共職業安定所を経由する労働力需給のうち,まず一般(常用および臨時(注))労働者の状況をみると,年間
水準としては前年よりかなりの好転がみられたが,投資景気がまだつづいていた上半期と,不況が進展して
きた下半期とでは様相を異にしている。

(注)職業紹介業務統計で「臨時労働者」とは,仕事,労働の種類を問わず,技能の程度とは無関係に,一カ月以上四ヵ月未満の雇用期
限がある仕事,労働に雇用される者をいう。

すなわち三二年の有効求職件数は年平均一一八万と前年を二%下回ったのに対して,有効求人数は五七万
と前年を二五%上回り,その結果殺到率(求人一件当りの求職件数)は前年の二・六倍から二・一倍へとさ
らに低下した。また求人の増加率とはかなり隔りがあるが就職件数は前年より一〇舛増加し,就職率も一
八%と前年のそれを約二ポイント上回った(第五八表および第一九図参照)。

第58表 一般労働者の需給状況
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第19図 一般職業紹介状況
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しかし,このような需給バランスの好転はとくに七半期における改善にもとづくものであり,下半期に入る
と新規求人の減少によって有効求人数は前年並に低下し,一方有効求職件数は九月以降前年水準を七回り,
また就職件数の伸びも上半期が対前年同期一五%増であったのに対し,下半期では僅か三%増に落ちて,漸
次悪化の兆をみせている。

ここで求人の充足状況についてみると,前述のように三二年の有効求人数は前年に比し二五%増加したの
に対して,就職件数は一〇%の増加にとどまり,したがって求人の充足率(有効求人数に対する就職件数の
比)は前年の四一・一%から三六・二%へと低下した。そしてこの傾向はとくに五半期に著しく,同期の充
足率は前年同期の四一・七%から三三・二%にまで低下している。このような未充足求人の増加傾向は,
二八年,三一年それに三二年の前半といずれも好況時においてみられた現象であるが,これは次のような事
情にもとづくものと考えられる。

すなわち,第一は好況時においてすぐ役に立つ熟練労働者の需要が急増したのに対し,それに見合うべき求
職者の増加がなかったため,求人側では熟練を要する職種において適格者を選択する余地がきわめて限ら
れていたことである。やや部分的な資料ではあるが,東京都における職種別求人求職状況をみると,第五九
表のとおりで,三〇年に比して三一年および三二年の上半期では,研磨工,板金工など熟練を要する職種の殺
到率は求人の著増によって著しく低下しており,このような職種において適格者を調達することが困難で
あったことを物語つている。

第59表 職種別殺到率
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第二は,就業していながら転職を希望する求職者が好況時に増加する傾向がみられることである(注)。こ
れらのものは従来よりも労働条件の高い求人でなければ実際に転職することが少なく,これが求人求職の
むすびつきを困難にし充足率を低下させた一因となっていると考えられる。

(注)三二年二月に大森公共職業安定所へ求職申込をしたもののうち転職希望者は男子では五〇・三%,女子では七〇・四%,全体で
は五七・一%を占めている。

右にあげたような事情によって,三二年五半期における充足率は前年同期の水準をさらに下回ったのであ
るが,下半期に入ると漸次と昇傾向に転じ一〇月以降,は前年同月をと回った。これは下半期の景気後退に
ともなう求人の減少によって,求職者は求人の質を選択する余地が次第に狭くなり,一方求人側では適格者
選択の機会が多くなってきたことによるものと考えられる。さきに掲げた東京都における職種別求人求
職状況をみても,下半期に入って求人の減少から殺到率がと昇し,前年顕著であった熟練労働者の不足状態
もしだいに緩和の傾向をみせている。

つぎに労働力の需給状況を産業別にみるとまず求人では,運輸通信およびその他の公益事業,卸売および小
売業,製造業において増加が著しかった。しかしこれを上,下半期に区分してみると主要産業ではすべて上
半期に比べて下半期に伸びの鈍化が目立つ。とくに製造業では,上半期の対前年同期比が三三%増であっ
たのに対して,下半期では一二%の減少に転じた。製造業の中では上半期において電気機器(対前年同期七
一%増)を始め第一次金属,輸送用機器など投資財産業を中心に大巾な伸びがみられたが,下半期に入ると,
いわゆる不況産業の紡織業,化学工業(いずれも対前年同期二〇%減)のみならず上半期に著増な示した投
資財産業における求人も前年同期を大巾に下回った。

つぎに就職件数を産業別にみると,年間水準としては,サービス業を除く主要産業でいずれも増加がみられ
た。しかしその増加率は概して低く,とくに就職件数全体の約五割を占める製造業では,前年三割の増加が
みられたのに対して,三二年は一割二分の増加にとどまった。上,下半期に分けてみると,下半期において製
造業,鉱業,運輸通信およびその他の公益事業で悪化傾向がみられるがとくに製造業の場合に著しい(第六〇
表参照)。
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第60表 産業別一般労働者求人就職状況
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第二部    各 論
一   雇用および失業
(三)   労働市場の状況
(1)   職安労働市場の状況
(ロ)   日雇労働市場の状況

三二年における日雇労働者(注)の需給状況は前年にひきつづいてわずかながら好転がみられた。

(注)職業紹介業務統計で日雇労働者とは,仕事,労働の種類を問わず,技能の程度とは無関係に日々改めて紹介される仕事,労働およ
び一カ月未満の雇用期間を定めて紹介される仕事,労働に雇用される者をいう。

すなわち,求職出頭総延数は二八年以来四年ぶりにわずか○・六%ではあるが前年水準を下回り,有効求職
者数も対前年○・八%減の四七万人となり,一方新規求人延数は○・九%前年水準を上回ったので,就職延
数は対前年○・三%増,不就労者(アブレ)総数も年平均一二三万と前年を一四万人下回った。またアブレ
率は前年の一三・八%から一二・五%へと低下して過去の最低記録となっている。しかしながらこれを
上,下半期に区分してみると,下半期に停滞傾向がみられる(第六一表参照)。

第61表 日雇労働者の需給状況
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つぎに就職件数を事業主体別にみると,官公事業は対前年一・三%の減少,民間事業は六・五%の増加で
あった。官公事業の中では圧倒的比重を占める失業対策事業が五・一%減の五三二万,公共事業は予算の
繰延等の原因もあって一〇・二%の四三万となった。また民間事業への就職は三一年には,対前年三割近
い増加を示したのに対して,三二年には一八四万で前述のように対前年六・五%の増加にとどまり,とくに
九月からは前年同月を下回り始め,下半期では対前年同期二%の滅少となった。このような民間求人の減
少傾向は三三年に入って一層著しく,今後の日雇労働市場の需給状況には楽観を許さないものがある(第六
二表参照)。

第62表 日雇労働者の事業主体別就職延数
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また日雇労働者の産業別就職状況をみると,各々の比重は建設業七六・五%,運輸通信およびその他の公益
事業一〇・五%,製造業七・九%とこれらの三産業で全体の九五%を占めており前年とあまり変らない。

つぎに「日雇労働者生活実態調査」(三二年一〇月)によって,登録日雇労働者(公共職業安定所に求職申込
をしている日雇労働者をいう)の年令および日雇になってからの期間別構成をみると,前年にひきつづいて
高年令者層および日雇になってから二年以上経過したものの割合はさらに増加している(第六三表参照)。
また日雇労働者の約五割が転職を希望しているが,転職の機会はほとんどなく,好況の下にあっても依然と
して不安定な就業状態のままとり残され,失業対策事業に依存しつつ老令化の傾向をたどっていることが
注目される(第六四表参照)。

第63表 日雇労働者について

第64表 日雇労働者の転職機会

昭和32年 労働経済の分析



  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

昭和32年 労働経済の分析



  

第二部    各 論
一   雇用および失業
(三)   労働市場の状況
(2)   新規学卒者の就職状況

つぎに新規労働力の給源としてもっとも重要な新規学卒者の就職状況をみよう。最初に新規学卒者全体
の行方を文部省「学校基本調査」にもとづいて概観し,ついで公共職業安定所を通じて就職した中学およ
び高校卒業者の就職状況を職業安定業務統計によってみることとする。

「学校基本調査」によれば,三一年度(三二年三月)学校卒業者は中学,高校および大学(短大および大学院を
含む)を合わせて約二八八万,そのうち,一四〇万(四九%)が就職,一〇八万(三八%)が進学,残余は無業者その
他となっている。これを前年度と比較すると卒業者は一一万(四%),進学者は六万(六%),就職者(注)は一一
万(九%)とそれぞれ増加している。このうちの就職者の増加を性別にみると,男子で六万(八%),女子で五万
(一〇%)の増加となっている。

(注)ここでいう就職者の中には自営業主や家族従業者となるものおよび就職しながら進学しているものを合み,前者の数は不明で
あるが,後者は卒業者全体の約三%で近年あまり変動していない。

つぎに卒業者を学歴別にみると,中学および大学において七%,五%とそれぞれ増加がみられ高校で三%の
減少となった。このうち進学者,無業者は中学卒の進学者の増加を除いて,いずれも減少し,就職者は各学歴
とも卒業者の増加をと回る九～一〇%増となり,卒業者全体に占めるその比率も高まった(第六五表参
照)。

第65表 新規学校卒業者の卒業後の状況
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つぎに,産業別就職状況をみると,第六六表に示すごとく,各学歴を通じて前年にひきつづき第二次産業とく
に製造業への増加が顕著であり,第二次産業就職者の全体に占める比率は前年の四〇%から四六%へと高
まった。一方第一次産業とくに農業への就職は急減し,その占める比率は二一%から一八優へと低下し,ま
た第三次産業への就職は高校(対前年八%増),大学(対前年三%増)で増加したが,中学(対前年○・二%減)で
微減し,その占める比率は三四%から三二%へとわずかながら減少した。ところで農業への就職は大部分
家族従業者としての就業とみられるが,こゝ数年来農業へ就職する者の比率は減少をつづけており,その絶
対数も二九年度に一時増加がみられた外は減少傾向にある。これはとくに三一,三二年の経済規模拡大に
ともなう非農林業における労働力の需要増加によって,後述のごとく農村から大工業地帯へ新規労働力の
流入が増加し,それだけ農業部門での滞留が減少したためと考えられる。

第66表 新規学校卒業者の産業別就職者構成
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つぎに職業安定業務統計によって公共職業安定所経由の中学および高校の新規学卒者の就職状況につい
て述べよう。第六七表から明らかなように,三一年度には中学,高校いずれにおいても,求職者の増加を越え
る求人の大巾な増加によって需給のバランスはかなりの好転を示した。すなわち前年度に比べると就職
件数は中学で一八%増,高校で二五%増となり,就職率は中学で九九・三心から九九・七%へ,高校で九二・
五%から九六・四%へと伸びている。

第67表 職安市場における中学・高校新規学校卒業者の就職状況

ここで就職状況を主要産業別にみると,第六八表のとおりで,中学では就職者総数の七五%が製造業に就職
しているのに対し,高校では製造業のみに偏することなく,卸売および小売業への就職もかなりのウエイト
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を占めている。またこれを前年度と比較してみると,中学,高校ともに製造業,運輸通信およびその他の公益
事業における就職が著増をみせている。なお中学では卸売および小売業,サービス業において求人の増加
があったにもかゝわらず就職はかえつて一割近く減少したことが注目される。これは,これらの産業の労
働条件が低い場合が多いので求職者がより労働条件の高い部門へ就職したためとみられる。

第68表 職安市場における中学・高校新規学校卒業者の主要産業別就職

また規模別就職状況は第六九表のとおりで,一〇〇人以上の規模の企業への就職が増加し,反対に一四人以
下の零細企業への就職は減少した。

第69表 職安市場における中学・高校新規学校卒業者の規模別就職状況
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つぎに就職者を県内就職と県外就職に区分してみると,前年度に比べて三一年度における県外就職者数は,
中学一・八倍,高校四・八倍と大きく伸び,就職者全体の中に占める割合は中学で二九・二%,高校で二〇・
八%となり,福島・新潟・長野・鹿児島のような農業県から東京・大阪・愛知などの大工業都市への流入
が顕著にみられた。すなわち県外就職の主要な需要県を中学についてみると,県外就職者総数の二九%,三
万七千人が東京都へ,二七%,三万四千人が愛知県へ,一七%,二万二千人が大阪府へそれぞれ流入し,これら
三都市だけで七三%を占め,三二年の大工業地帯における労働力の需要増加を物語っている。

つぎに三二年度(三三年三月)学校卒業者の就職状況をみると,まず公共職業安定所を経由する中学および
高校卒業者の四月末日現在の就職率は中学九七・八%(前年四月一五日現在九一・八%),高校八六・
三%(前年四月一五日現在七七・四%)となっており,一方文部省調による大学卒業者の三月末日現在の就職
率は七〇・三%(前年三月末日現在七〇・五%)で各学歴を通じて一応好調に推移しているとみられる。し
かし三二年下半期からの不況の進展にともなって一旦申込のあった求人の取消がかなりの数にのぼり,と
くに繊維産業では,当初公共職業安定所で受理した求人数の二三%に当る一万七千件の求人取消(このうち
にはすでに採用決定していたものの取消を含む)や採用を決定していながら入職期日を延期する事例もみ
られた。

以上述べたように,三一年度(三二年三月)学校卒業者の就職状況は各学歴を通じて1)就職率の好転2)第二次
産業における就職の増加,3)大規模事業所における就職の増加などによって第一次産業あるいは零細企業
などの前近代的部門に就業するものが減少して明るい様相があらわれている。

しかしながら,これらの前近代的部門に就業するものの絶対数はなお多く,また一旦このような部門に就業
すれば容易にそこから浮かび上ることができず,あるいは劣悪な労働条件で同様な職場を転々として不安
定な身分のままとり残されるものが少なくないと考えられ問題を今後に残している(注)。

(注)「学校卒業者離職状況調査結果報告」(労働省職業安定局調)にもとづいて,三二年三月に中学,高校を卒業して就職したものの
同年九月末日までの離職率をみると,中学では九・二%,高校では七・〇%となっている。これを規模別にみると,規模一四人以下の
事業所では中学,高校ともに二割を越える離職率を示し小規模事業所ほど離職率は高くなっている(第七〇表参照)。つぎに産業別
に離職率をみると,中学では,卸売および小売業(二〇・三%),サービス業(一八・七%),食料品製造業(一六・八%)などが高率であり,
一方金融保険業(一・五%),運輸通信およびその他の公益事業(五・〇%),紡織業(六・七%)などが低率を示している。高校において
は衣服および身延品製造業(一五・六%),食料品裂造業(一五・五%)が高く,金融保険業(一・〇%),運輸通信その他の公益事業(五・
一%)が低くなっている。また離職者の再就職過程を「年少者の離職状況調査」(労働省婦人少年局調)によってみると,次に述べる
ように再就職の場合,小規模事業所へ就職するものの割合が一層多くなっている。すなわち三一年三月に中学を卒業して就職した
もののうち,五〇人未満の規模の事業所へ就職したものは三七%であったのに対して,一旦離職して調査時(三一年六～一〇月)まで
に再就職したものでは,五〇人未満の規模の事業所へ就職したものが五四%に達している。
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第70表 中学・高校新規学校卒業者の入職後6カ月間の規模別離職状況
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第二部    各 論
一   雇用および失業
(四)   失業および不完全就業の状況
(1)   失業の状況
(イ)   企業整備の状況

産業のほぼ全般にわたって雇用吸収力が高まった三〇,三一年の二ヵ年を通じて,企業整備はいちじるしく
緩和されていた。しかしこの状態も三二年の下半期にさしかかる頃から次第に変化し,悪化の兆をみせる
にいたった。

すなわち,職業安定局の「企業整備状況報告」によると,不況期である二九年に実施件数八千八百,整理人員
二九万と非常に増加した後,次第に改善の方向をたどり,とくに三一年は実施件数および整理人員の対前年
四～五割減とかなり緩和されるようになった。三二年に入ってもなお全体としては,四,五月頃までは平穏
を維持したということができる。

ところが五,六月頃になると,鉄鋼,機械,ゴム,金属関係において,ふたたび企業整備を実施する事業所が増加
しはじめ,それらを中心として下半期に入ると,次第に製造業の各部門に波及する状況がみとめられた。下
半期においてはサービス業で駐留軍関係労務者の整理がかなり行なわれた。

このため右の「報告」によれば,結局,三二年の企業整備は実施件数約四千,整理人員約一八万と,いずれも
前年を四割強上回った。なお三二年の下半期の状況を二九年のそれと比べると,まず規模別実施件数では
二九年は中小企業が比較的多かつたのに対し,三二年の場合は大企業でもかなりふえてきている。また両
年の実施件数の理由別構成において目立った違いは「資金難」によるものの比重が,三二年の方がかなり
低かつたことである。
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第二部    各 論
一   雇用および失業
(四)   失業および不完全就業の状況
(1)   失業の状況
(ロ)   失業保険金受給者の状況

企業整備等にともなう離職者の動きは,わが国の雇用労働者の大半を包括する失業保険の諸指標の上にも
かなり明瞭にあらわれる。すなわちまず近年の傾向をみると,昭和三〇,三一年と離職票受付件数ないし受
給者実人員の減少が顕著であり,三二年に入っても上半期まではおおむねひき続き好調に推移した。しか
し三二年下半期に入るや,まず離職票受付件数ならびに初回受給者数が七月から,受給者実人員は九月から,
受給率は一〇月から,支給終了者も一一月にそれぞれ前年同期の水準を上回って増勢を示すに至った。こ
のため,年平均水準の比較では三〇万九千と前年水準よりやや低くなっている受給者実人員も,下半期水準
での比較では前年より八%増,さらに年末水準の比較では二五%増を示した。なお離職票受付件数や初回
受給者については年平均水準としても前年を五～六%上回った(第七一表参照)。

第71表 失業保険関係指標の対前年同期増減率

年末水準の比較による受給者実人員の増加の内容を産業別にみると,主要部分はいうまでもなく製造業(約
四万四千人増)であり,これについで,駐留軍関係を中心とするサービス業(約八千人増)卸小売業(約六千人
増)および建設業(約六千人増)の順となっている。製造業では,紡織業(約一万人増)が首位を占め,これにつ
いで化学,第一次金属,機械等がいずれも五千人程度の増加を示した。
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なお,製造業について初回受給者の増加しはじめた時期をあとづけると,化繊がすでに三一年一一月から,綿
スフ紡績が三二年一月から,さらに織物が同年四月から前年同期を上回りはじめていたが,ともかくこの時
期まではむしろ局部的現象であった。ところが緊縮政策が本格的にとられる頃になると,まず五月に第一
次金属や機械関係での初回受給者の増加がはじまり,下半期に入って次第に他の各産業に及んだ。

以上は一般失業保険関係であるが一方,日雇失業保険についても,従来減少傾向にあった初回受給者が秋頃
から増加に転じ,年末では前年同期を二割近く上回るに至った。

悪化傾向にある三二年下期以降の労働市場情勢下において,これら失業した者の再就職は一層困難となっ
てきており,不完全就業者化への可能性は一層高まってきていると考えられる。

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

昭和32年 労働経済の分析



  

第二部    各 論
一   雇用および失業
(四)   失業および不完全就業の状況
(1)   失業の状況
(ハ)   労働力調査による完全失業者の動き

以上のごとく,三二年下半期には,企業整備,失業保険金受給者等の失業諸指標について悪化がみとめられた
が,一方労働力調査の「完全失業者」の動きには明確な悪化傾向があらわれなかった。

すなわち完全失業者の三二年の平均水準は五三万で前年(六四万)にひき続き低下した。これを上,下半期
に分けてみても,三二年上半期の水準は前年のそれより一五万も低下したのに対し,下半期には前年より八
万減とややその差をちぢめ一〇月にはついに前年同月の水準に一致したが,一一月,一二月とふたたび差が
開き減少傾向に戻るに至った。したがって三二年の失業率(労働力人口に対する完全失業者の割合)は一・
二%と,前年より○・三ポイント低くなった。これを性別にみると三二年は前年に対し男子七万減,女子三
万減を示し,とくに男子の減少がいちじるしかった。

このような動きは,三二年下半期の景気後退にともなう労働力需要の減退が,失業の急増をみた二九年の下
半期ほどは激しくなっていなかったことにもよるとおもわれる。しかし二八年以前の各年に比べれば失
業水準そのものは,まだ相当高い位置に推移していることは留意されねばならない(第七二表および第二〇
図参照)。また三三年に入ってからの動きをみると,一月,二月はひきつづき前年同期の水準を若干下回った
が,三月にはやや急増して八五万に達し,前年同期を三万上回った(注)。

第72表 完全失業者の推移
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第20図 完全失業者および一般失業保険金受給者実人員

なお「非求職の就業希望者」,すなわち就業を希望しているが求職活動はしていない者は,ここ数年継続的
に若干づつ増加し,三二年も女子を中心にひきつづき増加した(第七三表参照)。

第73表 非求職の就業希望者

(注)「完全失業者」の統計的性格に関する考慮もまた重要である。すなわちまず労働力調査ないし国勢調査(二五年・三〇年)にお
いてとらえられている失業者は「調査の一週間を通じて,収入をともなう仕事に一時間も従事しなかった者のうち,就業を希望しか
つ何らかの具体的な求職活動をしている者」を指しており,この場合,事実上失業した者でもたまたま調査週間中に一時間でも何ら
かの仕事をすれば,就業者とみなされる。わが国のおくれた就業構造からみて,完全失業者の定義にあてはまるようなものは非常に
限られており,問題とすべき失業者の大半は長く完全失業者の形態に留まることなく,不完全就業者に転化する可能性が高いと考え
られている。
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また完全失業者は就業経験のある失業者ばかりでなくかなりの就業経験のない失業者を含んでいる。いま国勢調査についてみる
と,完全失業者のうち就業経験ある者の占める比率は,二五年三三%,三〇年五八%とくに女子については,二五年二%,三〇年二七%
である。すなわち完全失業者中の就業経験ある者の比重は傾向として高まってきているがまだかなり低く,とくに女子のそれはき
わめて低い。さらに失業前の従業上の地位が雇用者であった者の比重をみても,傾向としては高まりつつあるが,なお三〇年におい
て就業経験ある者全体の四九%と,半分にも満たず,とくに女子のそれは二五%にすぎない。このように,完全失業者の中には雇用
労働者としての就業経験のない者の占める割合が非常に大きく,従って完全失業者の増減もそれらの人人の意識状態に多分に左右
されるので,完全失業者の動きは失業保険等の諸指標と異った動きをすることもあるわけである。
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第二部    各 論
一   雇用および失業
(四)   失業および不完全就業の状況
(2)   不完全就業者の動き

つぎにいわゆる不完全就業ないし潜在失業の状況を,就業時間,所得,意識等の諸指標によってみてみよう。

まず就業時間別就業者の動きにおいて注目されることは,さきに述べたように,短時間就業者の減少と長時
間就業者の増加傾向である。

すなわち労働力調査による週三四時間以下の短時間就業者は三〇年に一,〇一五万と調査開始以来の最高
を記録したあと,三一年で対前年二八万減,三二年で四七万減と減少傾向を強めるようになった。

ところが一方,週六〇時間以上の長時間就業者はここ数年来増加をつづけており,三二年においても,三一年
(対前年六八万増)ほどではないがなお四八万増加した。しかしながら,このような時間の正常でない就業
者の増減をもって,直ちにわが国で問題とすべき不完全就業者の増減を判断することはやや早計であろ
う。とくに就業時間が異常に短かい者のなかには,本来仕事は従であるような層ないし正常の労働力とし
ての適性をもたない層が相当の比重を占めているとみられるからである。短時間就業者中の追加就業希
望者が六〇万,五%前後にすぎないこともその一面を物語るといえよう。

とはいえ,まえにふれたように,最近の短時間就業者の減少傾向が,主として短時間就業者の多い農林業の家
族従業者の減少によるものであることは,少なくとも就業構造が近代化の方向に進んできていることを示
すといえよう。

また「労働力調査臨時調査」(三二年三月)によって非農林業雇用者のうち毎週就業時間の一定しているも
のにつれて,就業時間,所得および転職希望の関係をみると,大体の傾向として,就業時間の増加につれて所
得も増加するが,三五～四八時間の者が最高所得を示し,それ以上の就業時間の増加はかえって所得の低下
ならびに転職希望率の上昇とむすびついている事情がみとめられた。したがって,三一年にひきつづく就
業構造の近代化への前進の陰に,長時間就業者の不健全な増加があったことは無視できない。

つぎに就業者の意識の面から検討しよう。三二年三月の前述の調査によると,現在の仕事をやめて転職を
希望する者は二三九万と前年同期(三〇一万)より減少し,一方,いまの仕事をつづけるほかに追加して就業
を希望する者は一七〇万と前年同期(一七四万)とほぼ保合いであった。

これらのうち,たんに希望意識をもっているばかりでなく,積極的に求職活動をしている者のみをとると,そ
れぞれ総数の約半数すなわち転職希望者は一一五万,追加就業希望者については八一万であり,これを前年
同期と比べると,前者は二九万減に対し,後者は副業を希望する者の増加を反映して七万増となっている。

なお転職希望者総数のうち,不満の意識の強いものとして,いまの仕事の低収入と不安定とを理由に挙げで
いるもののみを合計すると一一四万でほぼ右の求職中の者に匹敵する大いさであった。

また,転職,追加両希望者のうちから,平常仕事は従である者を除くと,前者は一八二万,後者は一二六万とな
り,それらのうちでとくに緊急度の高い求職申のものは,それぞれ九一万および六一万となり,後者は前年よ
りやや増加している。

転職希望者が比較的多く存在する分野は,産業別では建設業がもっとも多く,ついで製造業,鉱業,卸・小売,
サービス業であり,職業別では日雇,露天商等がもっとも多い。なお農林業では仕事の性格上,転職希望者は
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比較的少ないが追加就業希望者は多い。

つぎに自営業主および雇用者の所得階級別分布については,若干の調査上の変更のために対前年比較は困
難であるが,低所得階層に比較的多数の就業者が集中している状況には変りはない。すなわち業主,雇用者
とも年額所得一〇万円未満の者が全体の四割前後を占めている。転職,追加就業希望率が低所得層ほど高
いことも従来とおなじ状況である(第七四表参照)。

第74表 農・非農,従業上の地位および所得階級別転職および追加就業希望者
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最後に,ふだん仕事はしていないが,これから先何らかの就業を希望する者についてみよう。平常の非就業
者二,〇〇一万のうち,かかる「就業希望者」は,三二年(三月)は四〇七万,二〇・三%となり,前年同期(四五
九万)よりは若干減少した。

このうちとくに就業希望意識の比較的深刻なものとして,「失業した」「生活が困難」および「学校を卒
業した」を理由として希望する者のみを合計すると,二一二万(前年同期二八三万)と前年より若干減少し
た反面,「余暇ができた」「学資・小づかいなどをえたい」等を理由とするものは一九四万と,全体の半数
近くを占めるばかりでなく,傾向として増加気味(対前年同期二二万増)である。

また見方をかえて,就業希望者を本業希望者と副業希望者とに二分してみると,それぞれ一六九万(前年同期
二〇二万)および二三七万(同二五一万)と依然として後者の比重の方が大きく,さらにその大部分(二〇〇
万)を女子が占めている。

これは,就業希望者といつても多分に非労働力的色彩の濃いものをも含んでいることを物語つている。

そこで就業希望者のうち,就業の緊急度の高いものとして,本業を希望しかつ求職中のもののみをとり出し
てみると三二年三月で一一三万となり,前年同期(一四六万)に比べ若干減少している。

以上の検討によって,いわゆる不完全就業ないし潜在失業には,その内部に就業の緊急度を異にした種種な
層が存在することがわかる。これは,就業者の中に仕事を主とする者のほか,仕事を従とするような労働力
がかなり参加している一方,非就業考の中にも程度を異にする就業希望をもつた各種の層があって,これら
が労働力と非労働力との間を絶えず流動していることとも深く関連している。また,かかる事情は,わが国
の不完全就業問題をかなり複雑なものにしている要因と考えられる。

しかしここで以上みてきた転職,追加就業および新就業希望者について,そのうちとくに就業の緊急度が相
当高いとおもわれるものを総括してみると,平常仕事が主な就業者中の転職希望者ならびに追加就業希望
者であって,かつそれぞれ求職中のもの,および,平常の非就業者中の就業希望者で本業を希望し,しかも求
職中のものの合計がそれに相当し,その数は三二年三月現在で二六五万である。なおこれらのうちからか
りに追加就業希望者を-副業の追加を希望する者である故に-のぞいてみると,二〇四万となる(第七五表参
照)。

第75表 転職希望者,追加就業希望者および就業希望者
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